感染症発生時における業務継続計画

	法人名
	○○
	種別
	福祉用具貸与・福祉用具販売

	代表者
	○○　○○
	管理者
	○○　○○

	所在地
	○○　○○
	電話番号
	○○　○○


　※本記載例は、道内の福祉用具貸与・販売事業者の作成事例をもとに、道庁高齢者保健福祉課で、一部加除修正を行ったものです。
感染症発生時における業務継続計画


（　法　人　名　）
（　事業所　名　）

１　基本方針

	· 利用者の安全確保とサービスの継続
· 職員の安全確保と雇用の継続


（１）推進体制
	主な役割
	役職
	氏名
	備考

	BCP推進担当
	管理者（店長）
	●●　●●
	

	BCP副推進担当
	副店長
	●●　●●
	


２　平常時
（１）感染防止に向けた取組の実施
	・感染症に関する最新情報、感染状況、政府や自治体の動向等の収集
・基本的な感染症対策の徹底
・スタッフの体調管理
・店舗内出入り者の記録管理
・情報共有範囲の確認
・報告ルールの確認
・感染機会の回避



（２）防護具、消毒液等備蓄品の確保
	品名
	数量
	保管場所
	担当

	手指消毒剤
	10
	倉庫
	●●　●●

	マスク
	500
	倉庫
	●●　●●

	メンテナンス用消毒剤
	10
	倉庫
	●●　●●

	使い捨て手袋
	300
	倉庫
	●●　●●

	ルームシューズ
	10
	倉庫
	●●　●●

	使い捨てシューズカバー
	10
	倉庫
	●●　●●

	使い捨てエプロン
	10
	倉庫
	●●　●●

	アイソレーションガウン（防護服）
	10
	倉庫
	●●　●●

	ヘアキャップ
	10
	倉庫
	●●　●●

	フェイスシールド・ゴーグル
	10
	倉庫
	●●　●●

	保管用PE・HD袋
	各3
	倉庫
	●●　●●

	新型コロナ抗原定性検査キット
	3
	倉庫
	●●　●●

	解熱鎮痛剤
	1
	倉庫
	●●　●●

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　　毎月棚卸を行う。
（３）研修・訓練の実施
	・eラーニングによる研修の実施　年1回９月に実施
・店内訓練の実施　年１回10月に実施




（４）BCPの検討・見直し
	・店内ミーティングによる検証と見直し　10月に実施
・法人本部からの情報収集による検証と見直し　随時



３　報告ルールの確認
（１）利用者宅で感染症が発生した場合
　　　・速やかに管理者に報告、指示を仰ぐ
　　　・管理者は所管の保健所に連絡、指示・助言を仰ぐ
　　　・法人本部に連絡する
　　　・居宅介護支援事業者に連絡する
（２）店舗スタッフから感染症が発生した場合
　　　・症状のある者は、管理者に電話連絡し、出勤を中止し、医療機関への受診を基本とする。
　　　・同居家族に症状のある者は、管理者に電話連絡し、出勤を中止し、家族を医療機関受診するよう努める。
　　　・勤務中に症状が発生した場合は、直ちに帰宅し、医療機関への受診を基本とする。
　　　・感染が疑われる職員が利用した専用部分及び共用部分を消毒する。
　　　・法人本部に連絡する。
（３）感染症発生後の対応方法
　　　感染症の発生が判明したら、自分が感染しないため、また、レンタル商品からの二次感染　
　　を防ぐために迅速に対応するものとする。
　　
　　　発生状況の把握
　　　　感染症発生判明後、所管の保健所に電話し、発生先の状況と保健所の指示・助言事項を
　　　　確認する。
　　　　感染症が確認された利用者宅に、貸与販売している福祉用具の件で訪問予定の場合は、緊急性がない限り、訪問予定を延期するものとする。
　　　　訪問する場合は、利用者にも協力いただき、感染対策を徹底した上で実施する。

　　　　　　　　
　　　法人本部への連絡
　　　　法人本部担当へ連絡、本部からの指示事項がある場合は、それに従う
４　発動時の対応
（１）対応主体
	役割
	担当
	副担当

	全体統括
	●●　●●
	●●　●●

	医療機関、受診・相談センターへの連絡
	●●　●●
	●●　●●

	利用者、家族等への情報提供
	●●　●●
	●●　●●

	感染拡大防止対策に関する統括
	●●　●●
	●●　●●

	
	
	

	
	
	


（２）対応事項
	No.
	対応
	備考

	1
	第一報　管理者へ報告
	

	2
	法人本部への連絡
	

	3
	所管保健所へ連絡
	

	4
	取引先・関係先への連絡
	

	5
	利用者家族へ連絡
	

	6
	濃厚接触者管理リストの作成
	

	7
	利用者への対応を検討
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


４　感染拡大防止体制の確立
（１）対応主体
	役割
	担当
	副担当

	全体統括
	●●　●●
	●●　●●

	関係者への情報共有
	●●　●●
	●●　●●

	感染拡大防止対策に関する統括
	●●　●●
	●●　●●

	業務内容検討に関する統括
	●●　●●
	●●　●●

	勤務体制・労働状況
	●●　●●
	●●　●●

	
	
	


（２）対応事項
	項目
	対応事項
	関係様式

	（１）保健所との
連携
	□　濃厚接触者の特定への協力
　　直近の勤務記録等を準備する
　　感染が疑われる者、濃厚接触が疑われる者のリストを作成する。

　
· 感染対策の指示を仰ぐ

	様式4

	（２）濃厚接触者
への対応
	【利用者】
· サービス、モニタリング等の実施内容・方法の確認
・サービスの必要性、緊急性を再検討し、日程の再調整等を行う。
・サービスを提供する場合は、利用者にも協力をい　ただき、感染対策を徹底した上で実施する。
【職 　員】
· 自宅待機

	様式4

	（３）職員の確保
	□　事業所内での勤務調整、法人内での人員確保

	様式2
様式5

	（４）防護具、
消毒液等の
確保
	· 在庫量・必要量の確認
□　調達先・調達方法の確認

	様式6
様式2

	（５）情報共有
	□　事業所内・法人内での情報共有
　
□　利用者・家族との情報共有
　
□　自治体（指定権者・保健所）との情報共有　
· 関係業者等との情報共有
・時系列にまとめ、感染者の情報、感染者の症状、
　その時点で判明している濃厚接触者の人数や状況　
　を報告、共有する。
・所管保健所や行政からの指示指導についても、関係者に共有する。
　　・
	様式2

	（６）業務内容の
調整
	□　提供サービスの検討（継続、変更）
　　
　　・感染防止策に留意した上でサービス提供を継続するか、休業するか検討する。
　　・緊急性の低いサービスについては、日程変更する。

	店内体制・営業活動の調整

	（７）過重労働・
メンタル
対応
	· 労務管理
・一部の従業員への業務過多のような偏った勤務とならないよう配慮を行う。
· 長時間労働対応
・長時間労働とならないよう努める。
・休憩時間や休憩場所の確保に配慮する。
□　コミュニケーション
　　・日頃の声かけやコミュニケーションに努める。
· 相談窓口
・事業所又は法人内で職員が相談可能な体制を整える。
・自治体等にある外部の専門機関にも相談できる体　制を整える。


	

	（８）情報発信
	□　関係機関・地域・マスコミ等への説明・公表・取材対応
　　法人本部が対応する。

	


＜更新履歴＞

	更新日
	更新内容

	○年○月○日
	作成

	
	

	
	


＜様式一覧＞　
	NO
	様式名

	様式2
	施設・事業所外連絡リスト

	様式3
	職員、入所者・利用者 体温・体調チェックリスト

	様式4
	感染（疑い）者・濃厚接触（疑い）者管理リスト

	様式5
	職員緊急連絡網

	様式6
	備蓄品リスト

	様式7
	業務分類（優先業務の選定）

	(参考)様式8
	来所立ち入り時体温チェックリスト


（参考）感染症に関する情報入手先　

○令和2年4月7日付事務連絡（同年10月15日付一部改正）
社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２）
https://www.mhlw.go.jp/content/000683520.pdf
（別添）高齢者施設における施設内感染対策のための 自主点検実施要領
https://www.mhlw.go.jp/content/000657094.pdf
○令和2年9月30日付事務連絡
高齢者施設における施設内感染対策のための自主点検について（その２）
https://www.mhlw.go.jp/content/000678401.pdf
○令和2年10月1日付事務連絡
介護現場における感染対策の手引き（第１版）等について
https://www.mhlw.go.jp/content/000678650.pdf
　
7

